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米国以外の国々で進む貿易多角化 

～欧州とインド太平洋の間で重層的に FTA が拡大～ 

2025 年 8 月 15 日 

研究主幹 金子哲哉 

 

 

トランプ米政権が他国からの輸入に高関税を課す中、米国以外の国々が FTA を通じて連携を強め

る動きを拡大させている。こうした状況について、まず米国の関税政策の現状を概観し、それを

踏まえてどのような FTA の動きが出てきているのか、特徴的な動きをピックアップして説明し、

今後の見通しと留意点を述べてみたい。 

 

１．米国の関税率は戦後最大水準まで上昇 

トランプ米大統領が今年 1 月に大統領に就任してから、他国からの輸入に高関税を課す動きを強

めている。中国との間では関税合戦を繰り広げ、一時は双方の関税率が 100％を超える事実上の

○ 米国が他国からの輸入に高関税を課す動きを強める中、米国以外の国々が自由貿易協定

（FTA）を結ぶ相手先を広げ、貿易相手を多角化しようという動きが拡大している。特に

注目されるのは、欧州とインド太平洋諸国の間での FTA の拡大である。 

○ 第一の注目点は、「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定

（CPTPP）」と欧州連合（EU）、東南アジア諸国連合（ASEAN）の連携である。EU が CPTPP

と連携して世界貿易機関（WTO）を刷新しようとする動きもあり、CPTPP が世界の自由

貿易推進のプラットフォームになる可能性を秘める。第二の注目点は、欧州とインド大

洋州の国・地域の間で二国間 FTA 交渉が堰を切ったように動き出したことである。最近

では、英国・インド FTA と EU・インドネシア FTA が合意に至った。 

○ ASEAN は域内外で連携を深めている。域外との関係では、中国との関わりが一つの鍵と

なる。 

○ ただ、国内産業保護の観点から、必ずしも前進一辺倒ではなく、慎重に FTA 拡大の動き

を進めていくと考えられる。FTA 締結国と米国との関係にも目配りする必要がある。 

○ 米国抜きでの自由貿易推進の動きは、今後も重層的に進んでいくことが見込まれる。と

はいえ、現実的には米国にも配慮しつつ、慎重に事を運ぶことになると考えられる。 
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禁輸とも言える水準まで上昇。その後の交渉で大きく引き下げられたが、まだ交渉は決着してい

ない。また、密接な経済関係を有する隣国のカナダやメキシコに対しても合成麻薬フェンタニル

への対応をめぐり高関税を課すと表明。4 月には 「相互関税」を発表し、すべての国・地域に一律

10％の関税を課すとともに、貿易赤字が大きい国・地域にはより高い関税を課すことを表明。発

動は 2 度延期され、その間各国が米国と交渉を重ね、日本、EU、ベトナム、インドネシア、フィ

リピンなどが交渉合意に至ったが、米国から一定の追加関税を課される状況に変わりはなかった。

7 月 31 日に「相互関税」の新税率が発表され、70 カ国ほどの国・地域に 10～41％、それ以外

の国には 10％の関税が課されることになった。 

こうした国別関税以外にも、通商拡大法 232 条に基づき、特定の商品に対する個別の関税も課さ

れることになる。鉄鋼・アルミニウムには 50％、自動車には 25％ （一例外外あり）、銅には 50％

という高い関税率が賦課されることとなった。トランプ大統領は医薬品、半導体にも高関税を課

すと示唆している。 

こうしたトランプ政権の高関税政策により、米国の関税率は戦後最大の水準まで上昇している。

イェール大学予算研究所によると、7 月 31 日に発表された相互関税の新税率を加味した上で、米

国の平均実効関税率は 18.6％と 1933 年以降で最も高い水準に達している。 

図表 1 相互関税率 

（出所）ホワイトハウス、各種報道等より丸紅経済研究所作成 

国・地域 4/2発表 7/31発表 7/31発表関税措置の発動状況 備考

EU 20% 15% 〇（自動車関税は25%維持）

15%はMFN関税を含む（MFN関税が15%以上の品目はMFN関税のみ

を適用）・自動車関税は15%（MFN2.5％+12.5%）・半導体・医薬

品も15%を予定

メキシコ 25%* 30%*
△（90日間の延期→10/30頃。

延期中は25%）

*フェンタニル・不法移民関税の税率を掲載（4/2の発表では左関税

解除時の相互関税税率は12%を予定、USMCA品目に外外措置）

中国 54%* 54%*

△（相互関税のみ90日間の延期

→11/10。延期中は

10%+20%=30%）

*フェンタニル関税20%を含む（フェンタニル関税分は232条関税に

も重複）／301条のリスト追加関税も発動中（7.5~100%、その他の

関税措置に重複）

カナダ 25%* 35%* 〇

*フェンタニル・不法移民関税の税率を掲載（4/2の発表では左関税

解除時の相互関税税率は12%を予定、USMCA品目・エネルギー・肥

料等に外外措置）

日本 24% 15% 〇（自動車関税は25%維持）
15%はMFN関税を含む（MFN関税が15%以上の品目はMFN関税のみ

を適用）・自動車関税は15%（MFN2.5％+12.5%）

ベトナム 46% 20% 〇

韓国 25% 15% 〇（自動車関税は25%維持） 自動車関税は15%（MFN2.5％+12.5%）

台湾 32% 20% 〇

インド 26% 50%*
〇（ロシア二次関税は8/27発動

予定）

*ロシア二次関税を含む（25%、相互関税と重複適用、232条関税と

は調査中品目を含めて重複しない）

英国 10% 10% 〇 自動車関税は10%（MFN2.5%+7.5%、10万台／年のクオータ制）

タイ 36% 19% 〇

スイス 31% 39% 〇

マレーシア 24% 19% 〇

ブラジル 10% 50%* 〇

*国内での人権侵害等に関する関税措置を含む（40%、相互関税と重

複適用、232条関税とは調査中品目を含めて重複しない、一例品目リ

ストによる外外措置等）

インドネシア 32% 19% 〇

フィリピン 17% 19% 〇

カンボジア 49% 19% 〇

※米国の輸入額の大きい国を選定。ハイライトは合意済みの国。相互関税と232条関税（調査中含む）は原則重複しない（232条関税を優先）。

　MFN関税（最恵国関税）：WTOの最恵国関税の原則（いずれかの国に与える最も有利な待遇を他のすべての加盟国に対して与えなければ

　ならない）に基づき適用される共通の税率

　USMCA：米国・カナダ・メキシコ協定
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２．欧州とインド太平洋の間で FTA を結ぶ動きが加速 

このように米国が保護主義的な姿勢を強める中、米国以外の国・地域同士が自由貿易協定（FTA）

を結び、貿易相手先の多角化を図る動きが拡大している。特に目を引くのは、欧州とインド太平

洋の国々の連携である。EU、英国、欧州自由貿易連合（EFTA）といった欧州の国・地域が、ASEAN

やインド、豪州などインド太平洋の国々と FTA を結ぶ動きを加速化させている。特筆すべきは、

「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定 （CPTPP）」に EU や ASEAN が連

携しようとする動きと、欧州とインド太平洋の国々の間での二国間 FTA の交渉加速化である。 

（１）CPTPP：今後の自由貿易推進のプラットフォームになる可能性 

CPTPP はオーストラリア、ブルネイ、カナダ、チリ、日本、マレーシア、メキシコ、ニュージー

ランド、ペルー、シンガポール、英国、ベトナムの 12 カ国による経済連携協定である。環太平洋

パートナーシップ（TPP）が母体となって発足した。TPP は 17 年 1 月に米国が第 1 次トランプ

政権で離脱したが、同年 11 月に米国以外の 11 カ国で大筋合意に至り、その後 18 年 12 月に

CPTPP として発効した。 

本協定は「環太平洋（Trans-Pacific）」と冠するように、元来は太平洋を取り囲む国々による協定

だった。ところが、21 年に英国が加盟を申請し、24 年 12 月にそれが実現したことで、欧州にも

加盟国が拡大することとなった。さらに今年に入りトランプ大統領が他国に高関税を課す動きを

強める中、4 月に EU のフォンデアライエン欧州委員長が CPTPP 加盟国の一つであるシンガポー

ルのウォン首相と電話会談を行い、CPTPP で EU と ASEAN が連携を強化する方向で一致。5 月

に実施された CPTPP 関係国による会合で、CPTPP 加盟国が EU、ASEAN と 25 年のできるだけ

早いタイミングで協議の場を持ち、貿易、投資の拡大を目指していく方向で合意された。EU はこ

れまで域内農業保護の観点から CPTPP 加盟には及び腰だったが、米国の高関税政策を背景に方向

転換し、CPTPP 加盟に向けて前進した。 

ASEAN も関与を一層深めそうだ。ASEAN から CPTPP に入っているのは現時点ではシンガポー

ル、マレーシア、ベトナム、ブルネイの 4 カ国だけであるが、インドネシアが昨年 9 月に加盟申

請し、フィリピンも加盟申請を検討中と報道されている。今年 5 月に開かれた ASEAN の会合で

は、ASEAN からの CPTPP の加盟国拡大について討議された模様である。 

このように EU や ASEAN が CPTPP との関与を深めようとしているのは、CPTPP と連携するこ

とで大きな経済効果が見込まれるためである。CPTPP の加盟 12 カ国の名目 GDP が世界全体に

占める割合は 14.4％、貿易量では 17.5％であり、これに EU が加われば名目 GDP では 31.9％、

貿易量では 46.0％に達する。名目 GDP では世界 1 位の米国（26.4％）を上回ることになる。さ

らに ASEAN が加わると、名目 GDP では 34.2％、貿易量では 48.9％にも達する大経済圏が誕生

する。貿易量でみれば世界のほぼ半分を占める計算である （図表 2）。こうした巨大な経済圏にお

いて CPTPP の枠組みで関税の削減や撤廃が行われ、規制の撤廃や各種ルールの整備などが進め

ば、貿易・投資の拡大や経済活動の活発化が見込まれ、大きな経済効果が期待できる。 

EU が CPTPP に接近しているのは、さらに意欲的な狙いをはらむ。今年 6 月に開催された EU 首

脳会議では EU と CPTPP との連携について討議が行われ、フォンデアライエン欧州委員長は

「WTO を再設計 （redesign）する一歩となり得る」と述べた。WTO の紛争処理では、最終審に
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当たる上級委員会で 19 年 12 月から委員数が必要人数を下回り機能しておらず、暫定措置として

EU 主導で多数国間暫定上訴仲裁アレンジメント（MPIA）が立ち上げられたが、参加国は限定的

にとどまる。さらに直近では米国が WTO の最恵国待遇の原則を意に介せず「相互関税」政策を

進め、WTO の存在感が低下している。EU が具体的にどのように WTO の刷新に関わろうとして

いるかは不明であるが、EU が高い水準のルールを有する CPTPP との協力を通じて、通商の国際

舞台で存在感を高めようとしている様子が感じ取れる。 

 

図表 2 CPTPP および欧州・インド太平洋諸国の GDP および貿易量（24 年） 

 

 

 

（２）二国間 FTA：欧州とインド太平洋の国々の交渉が活発化 

多くの国が貿易多角化を進めようとして FTA を結ぶ動きを活発化させている状況であるが、特に

注目されるのは、欧州とインド太平洋の国々の間で交渉が加速していることである。これまで諸

事情により交渉が中断されていた FTA も、最近の米国の強硬な関税政策を背景に、堰を切ったよ

うに再び動き出した。外えば EU とマレーシアの FTA 交渉は EU のパーム油調達政策などをめぐ

り対立し、12 年から交渉が中断されていたが、今年 1 月に交渉再開に合意し、すでに第 1 回交

渉が行われている。また EU と豪州の FTA 交渉も豪州の農産品輸出に関わる条件が折り合わず 23

年から中断していたが、今年 4 月に交渉再開で合意した。ほかにも、EU とフィリピン、英国とイ

ンドの FTA 交渉も、中断していたが再び合意を目指して動き出したものである。 

実額

（十億ドル）

世界全体に

占める割合

実額

（十億ドル）

世界全体に

占める割合

CPTPP 15,881 14.4% 8,614 17.5%

CPTPP＋EU 35,293 31.9% 22,634 46.0%

CPTPP＋EU＋ASEAN 37,802 34.2% 24,047 48.9%

EU 19,413 17.6% 14,020 28.5%

EFTA 1,454 1.3% 1,098 2.2%

英国 3,645 3.3% 1,329 2.7%

ASEAN 3,951 3.6% 3,810 7.7%

　インドネシア 1,396 1.3% 498 1.0%

　タイ 526 0.5% 607 1.2%

　マレーシア 420 0.4% 631 1.3%

　フィリピン 462 0.4% 207 0.4%

インド 3,909 3.5% 1,144 2.3%

（参考）中国 18,748 17.0% 6,164 12.5%

（参考）米国 29,185 26.4% 5,424 11.0%

イ

ン

ド

太

平

洋

欧

州

国・地域

名目GDP 貿易量

注：EU、EFTA、ASEAN の貿易量は域内貿易を含む。EFTA の GDP にはリヒテンシュタインは含ま
れない（同国は最近まで IMF 非加盟だったため）。 

（出所）IMF、WTO より丸紅経済研究所作成 
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また、多くの FTA が交渉妥結に至っており、EU・インドネシア包括的経済連携協定（CEPA）は

今年 7 月に政治合意し、EFTA は今年 1 月にタイ、6 月にマレーシアとの FTA に署名した。5 月

に妥結した英国・インド FTA は、今年 2 月に中断していた交渉を再開してわずか 3 か月後にスピ

ード合意したものだった。これまで欧州と ASEAN の間では、自由貿易に積極的なシンガポール、

ベトナムが EU や英国との間で FTA を結んでいたが、最近ではこれまで FTA にそれほど前向きで

なかった国まで FTA に乗り出してきている。 

 

図表 3 最近交渉が活発化した主な FTA 

注：発効済み FTA は含まない。 

出所）各種報道より丸紅経済研究所作成 

 

こうした欧州とインド太平洋の間の FTA は、双方にとってウィンウィンの取り組みとなる。欧州

から見れば伸び行くアジアの成長を取り込むことができ、またインド太平洋の国々から見れば EU

という大市場へのアクセスを得ることができる。実際、ASEAN の貿易相手先では、域内貿易を除

けば、輸出では EU は米国、中国に次ぐ第 3 位の相手先であり、また輸入では EU は中国、米国、

台湾、韓国に次ぐ相手先となっており、FTA による貿易活発化の恩恵が見込まれる。 

関係国・地域 動向

EU／メルコスール 00年4月のFTA交渉開始から25年を経て、24年12月交渉妥結。

EFTA／タイ 24年12月妥結、25年1月署名。

UAE／マレーシア 23年5月、包括的経済連携協定（CEPA）交渉開始。25年1月署名。

英国／インド 25年2月、中断していた交渉再開で合意。25年5月合意、7月署名。

EFTA／マレーシア 25年4月、11年越しにEPA交渉が妥結。25年6月署名。

EU／インドネシア 25年2月、包括的経済連携協定（CEPA）の交渉加速で合意。7月に政治合意。

EFTA／メルコスール 25年7月妥結。数カ月以内の署名を目指す。

ペルー／インドネシア 25年8月、包括的経済連携協定（CEPA）に署名。

EU／タイ 23年9月交渉開始。25年中の妥結を目指して交渉中。

EU／マレーシア 25年1月、12年ぶりの交渉再開に合意。年内合意目標。

EU／フィリピン 24年10月、中断していた交渉を再開。現在交渉中。交渉加速を図る。

EU／インド 中断していた交渉を22年６月に再開。25年内の妥結を目指す方向で合意。

EU／豪州 25年4月、中断していた交渉再開を確認。

EU／UAE 25年4月、交渉開始に合意。6月に第1回交渉を実施。

ニュージーランド／インド 25年3月、交渉開始に合意。25年7月、第2回交渉を実施。

GCC／マレーシア 25年5月交渉開始。1年以内の妥結を目指す。

メルコスール／ベトナム 25年7月、ベトナム・ブラジル首脳がFTA交渉年内妥結目標で一致。

カナダ／ASEAN 21年11月、交渉開始に合意。25年の実質合意を目指し交渉中。

EFTA：欧州自由貿易連合。加盟国はスイス、ノルウェー、アイスランド、リヒテンシュタイン

メルコスール：南米南例共同市場。加盟国はアルゼンチン、ボリビア、ブラジル、パラグアイ、ウルグアイ、ベネズエラ

GCC：湾岸協力会議。加盟国はサウジアラビア、UAE、バーレーン、オマーン、カタール、クウェート

合

意

交

渉

中
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図表 4 ASEAN の貿易相手国・地域（24 年） 

出所）ASEANstats 

 

では FTA を通じて具体的にどのようなメリットが期待できるだろうか。今年合意に至った英国・

インド、および EU・インドネシアの 2 つの FTA を取り上げてみたい。 

英国・インド FTA は世界 4 位の名目 GDP のインドと 6 位の英国をつなぐ FTA であり、幅広い品

目の貿易拡大が期待されている。インドが全物品の 90％の関税を引き下げ、発効後 10 年以内に

そのほとんどの税率がゼロになる。英国からインドへの輸出は貴金属（銀）や機械類が多いが、

関税の引き下げ幅では、英国産ウィスキーやジン （150％から 75％に半減し、10 年で 40％まで

削減）や自動車 （一定数について 100％超から 10％に削減）で大幅な関税削減が実施され、輸出

拡大が見込まれている。英政府は本 FTA により両国間の貿易額が 255 億ポンド増加し、英国の

GDP が 48 億ドル増加すると予想している。他方、英国もインドからの輸入品目の 99％の関税率

を撤廃する予定で、インドからの衣類、履物、宝石などの輸出増加が見込まれている。関税以外

でも、通関手続きの円滑化や電子契約などのデジタル化に対応した取り組みの推進などが合意さ

れた。さらに、英国のインド公共調達へのアクセス改善や、インドのヨガインストラクター、料

理人、音楽家などの専門職が英国で就労しやすくするための環境整備なども盛り込まれた。 

インドはこれまで自由貿易に比較的消極的なスタンスだったが、近年、この英国・インド FTA を

含め FTA 交渉を加速させている。EFTA とは 24 年 3 月に FTA を結んでおり、さらに EU とも

FTA 交渉を進めている。フォンデアライエン欧州委員長は今年 2 月にインドを訪れ、年内に EU

とインドの FTA を合意させる意向を表明した。 
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図表 5 英国とインドの貿易（24 年） 

 

（出所）UN Comtrade 

 

EU ・インドネシア包括的経済連携協定（CEPA）は 7 月 13 日、インドネシアのプラボウォ大統領

がブリュッセルを訪れフォンデアライエン欧州委員長と会談した際に、政治合意したと発表され

た。本協定は 16 年から交渉されてきたが、パーム油の世界第 1 位の輸出国であるインドネシア

のパーム油由来バイオ燃料に対して EU が厳しい環境適合性を要求してきたことから両者が対立

し、交渉は難航。その後、25 年 1 月に WTO 小委員会がインドネシアの訴えを認めたこともあ

り、トランプ大統領の高関税政策による不透明感が高まる中、交渉が一気に進み、今般妥結に至

った。 

本協定は人口 4 億 6 千万人の EU と世界 4 位の 2 億 8 千万人という人口を抱え ASEAN 最大の経

済大国であるインドネシアを結びつける協定であり、一大経済圏を構築する。インドネシアから

見ると EU は中国、米国、日本、インドに次ぐ第 5 位の輸出先であり、当初 2 年間で EU 向け輸

出の約 8 割の品目の関税が撤廃されることから、衣類、履物、農産品（パーム油など）、水産品、

自動車などの EU への輸出拡大が見込まれている。EU 側からは、インドネシアはグローバルサプ

ライチェーンで重要な役割を果たしているとして、グリーントランジションなどに必要な原材料

の供給への期待が示されている。本 FTA は現在詳細が詰められており、今年 9 月までの最終合意

を目指している。 
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図表 6 EU とインドネシアの貿易（24 年） 

出所）UN Comtrade 

 

EFTA についても触れておきたい。EFTA の加盟国はスイス、ノルウェー、アイスランド、リヒテ

ンシュタインの 4 カ国であり、経済規模は EU ほど大きくないが、二国間 FTA を結ぶ動きを活発

化させている。ASEAN ではシンガポール、フィリピン、インドネシアと FTA を締結済みであり、

さらに最近では 24 年 12 月にタイと、25 年 4 月にはマレーシアとの間で交渉妥結に至った。マ

レーシアのザフルル投資貿易産業大臣は「米国の関税政策による不透明感が強まる中、マレーシ

アの輸出を促進し長期発展に資する本 FTA を歓迎する」と述べている。 

 

３．ASEAN は域内外の連携を強化 

アジアの貿易多角化として、ASEAN の対応を見てみたい。まず挙げられるのは域内の連携の強化

である。ASEAN 域内の貿易は ASEAN 物品貿易協定（ATIGA）により 98.6％の品目の関税が撤

廃され、自由化率はすでに高水準にあるため、今後は協定の深化が重要になる。今年 5 月の ASEAN

関連会合では ATIGA の改定について合意され、デジタル経済に合わせた近代化やさらなる貿易障

壁の撤廃などが盛り込まれた模様である。10 月に開催される ASEAN 首脳会議で署名される見通

しである。 

ASEAN 域外とでは、中国との関係が鍵となる。ASEAN と中国の間にはすでに 05 年から ASEAN

中国 FTA （ACFTA）が発効していたが、その後内容の高度化が図られ、19 年にサービス、投資な

どの分野をバージョンアップした改訂協定書（ACFTA 2.0）が結ばれ、さらに 22 年 11 月から進

められてきた ACFTA 3.0 へのアップグレード交渉が 25 年 5 月に妥結したところである。デジタ
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ル経済、グリーン経済、サプライチェーン連結性などの分野での連携が目されている。今年 10 月

に実施される ASEAN 中国首脳会議に提出される予定である。 

今年 5 月に実施された ASEAN ・GCC ・中国首脳会議も目を引いた。ASEAN は 1997 年以降ほぼ

毎年中国と首脳会議を開催しており、GCC との首脳会議も 23 年以来 2 度目の開催となるが、

ASEAN ・GCC ・中国の 3 者の組み合わせによる首脳会議は今回が初めてだった。3 者の共同声明

では、ルールベースの多国間貿易システムの中心に WTO を据えて、自由貿易を推進していくこ

とへの決意が示されている。かつて自由貿易を推進していた米国が存在感を弱め、代わりに米国

以外の国々が自由貿易の旗振り役に入れ替わった構図である。本会議を契機に個別国の FTA も活

発化しており、本会議中にマレーシアが GCC との FTA 交渉開始を宣言した。マレーシアにとっ

ては、今年 1 月に署名した UAE との FTA に続く中東との FTA になる。中東の FTA もさまざま

な角度で動き出しており、今後の動向が注目される。 

多国間の FTA では、 「地域的な包括的経済連携（RCEP）」の動向も注目される。RCEP は ASEAN10

カ国と日本、中国、韓国、豪州、ニュージーランドの 15 カ国による協定であり、ASEAN のすべ

ての加盟国がメンバーとして加わっている。上述の ASEAN ・GCC ・中国首脳会議では、シンガポ

ールのウォン首相が RCEP と GCC の協力による経済・貿易活性化とルールベースの貿易システ

ム構築への期待を述べ、また 7 月に開催された ASEAN 外相会議では、RCEP の加盟国拡大につ

いて共同声明で目標に掲げられた。今後 GCC などの国・地域が新たに加盟申請する可能性があ

る。ただ、中国の存在感が大きい RCEP の拡大については、西側諸国は一定の距離を置くかもし

れない。 

FTA ではないが、BRICS を介した ASEAN 諸国の動向も注目される。BRICS は当初ブラジル、ロ

シア、インド、中国、南アフリカの 5 カ国で構成されていたが、24 年 1 月にエジプト、エチオピ

ア、イラン、UAE も加わり、さらに今年 1 月には ASEAN からインドネシアが初めて加盟し、現

在 10 カ国体制となっている。さらに昨年 10 月に開催された BRICS 首脳会議でパートナー国制

度が創設され、ASEAN からはマレーシア、タイ、ベトナムが参加するなど加盟国の拡大に勢いが

ついている。そうした中で、ドルやユーロに依存しない独自の決済システムの創設や自国通貨の

使用拡大などが議論されており、FTA とは別の形で連携が進んでいる。米国が不安定化する一方

で、米国の代替となるブロックとして存在感を高める可能性がある。 

 

４．FTA 推進には内外の留意点も 

FTA は貿易だけでなく投資も活性化させるなどメリットが大きいが、留意点も存在する。国内的

な留意点としては、国内産業保護の観点が挙げられる。FTA で市場を開放すれば、海外から安価

な製品が流入し、国内産業に悪影響が及ぶ可能性があるからである。この点を考慮し、FTA の交

渉相手国や開放度が検討されることになる。 

一外はインドであり、欧州と FTA 交渉を進める一方、中国との関係構築には依然慎重姿勢を維持

していると考えられる。RCEP ではインドは当初交渉に参加していたが、19 年に離脱。 「メーク・

イン・インディア」を掲げて製造業を振興しようとする中、RCEP の一角を占める中国からの安価

な製品が国内産業にダメージを与え、貿易赤字が拡大することへの懸念が背景にあった。現在で
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は中国は多くの分野で過剰生産能力を抱え、当時以上に安価な製品の流入に対する警戒感が高ま

っているため、インドの RCEP 加盟は一層遠のいているだろう。CPTPP についても、高い自由化

度と知的財産・投資保護などの厳しいルールを要求する協定であることから、インドとしては農

業や中小企業の状況を踏まえ、加盟申請は目先想定していないと考えられる。 

また、欧州においては域内の農業保護が重要な論点になっており、外えば 24 年に交渉が妥結し

た EU・メルコスール FTA では、牛肉、豚肉、鶏肉、砂糖などがセンシティブ品目とされ、市場

開放が限定的となった。EU ・豪州 FTA でも豪州の農産品輸出をめぐり折り合わなかったことが中

断の原因であり、また CPTPP でも EU は当初農業保護を理由に距離を置いていたとされる。 

こうした状況から、各国とも FTA に取り組むにあたり、国内の製造業や農業、中小企業の状況な

どに配慮しつつ、慎重に拡大に向けた動きを進めていくと考えられる。 

また、対外的な留意点としては、FTA 締結国の米国との関わりという側面がある。外えばインド

はロシア産原油の購入を続けていることから、米国は 25％の相互関税に加え 25％の制裁関税を

課し、圧力を強めている。こうした中、状況次第では、先ごろ署名された英国 ・インド FTA にお

いて、英国企業が米国の二次制裁を念頭に、インド企業との取り引きに慎重になるかもしれない。

また、BRICS の加盟国に対して米国が厳しい姿勢を取る可能性もあり、その場合は同様に、BRICS

加盟国が相手となっている FTA のもとで企業は慎重さを余儀なくされるかもしれない。米国抜き

の FTA が進むとはいえ、やはり米国の動向には一定の配慮が必要となるであろう。 

 

５．今後も重層的に多角化が進む見通し 

以上概観したように、米国以外の多くの国々の間で、貿易多角化や連携強化に向けたさまざまな

取り組みが重層的に進んでいる。多国間 FTA である CPTPP は加盟国間での貿易・投資の活発化

を促すという側面で大きなポテンシャルを有するが、国際的な通商ルールづくりでどのような役

割を果たしていくのかという点も見逃せない。RCEP も加盟国拡大の可能性があり、BRICS も西

側諸国に対峙する政治・経済ブロックとして存在感を維持していくであろう。二国間 FTA は欧州

とインド太平洋の国々の間で特にモメンタムが高まっている状況であるが、世界全体でも気運は

高まっており、今後も締結国拡大の動きが継続していくであろう。 

もちろん米国は世界最大の経済大国であるが、図表 2 で示されているように、米国の名目 GDP が

世界の 26％を占めるのに比べれば、貿易量は世界の 1 割強にとどまる。逆に言えば、米国以外の

国々が世界の貿易量の約 9 割を生み出していると言える。米国以外の国々が FTA を通じて貿易を

多角化し、拡大していくことの世界経済に対する含意はここにある。 

米国はどう反応するだろうか。トランプ政権は基本的にはこうした状況を横目に見ながらも、米

国第一を掲げ、強硬姿勢を貫いていくことが予想される。ただ、他国が連携を深める動きによっ

て米国の経済や世論が変わり、政権への不満を高めるような流れが出てくるようであれば、それ

は依然流動的な各国の対米関税交渉において、一定のレバレッジの役割を果たすのではないだろ

うか。反対に、他国の連携がトランプ政権を逆なでするような状況を引き起こした場合（BRICS

の脱ドル化など）は、政権は関税引き上げや経済制裁などの対抗措置を取り、さらに米国が圧力
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を強めるという展開も想定し得る。 

米国の国際社会における存在感やパワーは圧倒的である。米国抜きの国々で FTA を推進していく

流れにはあるが、米国の影響は無視できず、それぞれの国や企業は米国にも配慮しつつ、慎重に

行動していくことになるであろう。 
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